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令和３年度 

【第 1 回】北広島市情報公開・個人情報保護審査会 

 

1 日 時： 令和３年４月２２（木）午後 6 時００分～7 時 3０分 

2 場 所： 北広島市役所本庁舎１階 多目的室４ 

3 出席者： 委員（下記 7 名）、事務局等（下記８名）、傍聴者無し 

 

【委員】 

山下 竜一 北川 由合子 

館岡 道宏 長島 博子 

深村 真人 三木 千晶 

宮崎 好司  

【事務局等】 

市長 上野 正三 

総務部長 中屋 直 

行政管理課長 若澤 路子 

税務課長 近藤 将雄 

行政管理課 主査   宮川 敬 

税務課 主査 大友 唱司 

行政管理課 主任 熊谷 友美子 

行政管理課 主事 矢島 和樹 



 

 

○ 委嘱状交付式   

○ 市長あいさつ 

次 第 

１ 開 会 

２ 審査会委員・事務局紹介 

３ 会長及び副会長の選出 

４ 会長挨拶 

５ 諮 問 

６ 議 題 

  報告事項 

   （１）令和２年度 情報公開制度及び個人情報保護制度 実施状況 

  諮問事項  

   （１）滞納債権の適正管理における滞納者情報の利用について 

７ その他 

８ 閉 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議 事 
 

報告事項 

   （１）令和２年度 情報公開制度及び個人情報保護制度 実施状況 

  諮問事項  

   （１）滞納債権の適正管理における滞納者情報の利用について 

 

 

1 開会 
 
◆若澤課長  これより令和 3 年度 情報公開・個人情報保護審査会を 開会いたします。 

本日、審査会の委員は、全員出席されており、委員の過半数が出席されておりますので、 

審査会条例第 6 条第 3 項に基づき、審査会が成立していることを報告いたします。 

また、本日の審査会は、北広島市情報公開条例第２０条に基づき、公開としております。 

 

2 審査会委員・事務局紹介 
 
◆若澤課長  続きまして、日程 2 審査会委員・事務局紹介ですが、本日は委員をお引き受けいただい

てから初めての会議となりますので、北川委員から順番に、その場で簡単な自己紹介をお願

いします。 

【自己紹介 終了】 

◆若澤課長   ありがとうございました。 

続きまして、事務局についても、自己紹介をさせていただきます。 

部長から一言お願いします。 

       【自己紹介 終了】 

 

３会長及び副会長の選出 
 
◆若澤課長  続きまして、日程 3 会長・副会長の選出ですが、会長・副会長は、委員の中から互選に

より決定していただくこととされております。はじめに、会長の選出について、ご意見をお

願いいたします。 

◆A 委員   前任期同様、山下委員を推薦します。 

◆若澤課長  他にご意見はありますか。 

◆委員    （「なし」の声あり） 

◆若澤課長    それでは、前任期同様に、山下委員に会長をお願いするということでいかがでしょうか。 

◆委員    （「異議なし」の声あり） 

◆若澤課長  それでは、会長には山下委員ということで、よろしくお願いします。 

山下会長、議長席のほうへお願いいたします。 

この後につきましては、会長の方で議事の進行をよろしくお願いします。 

◆山下会長  ここからは、私の方で議事の進行をさせていただきます。 

副会長の選出ということですが、前任期同様に、深村委員に副会長をお願いするというこ 

とでいかがでしょうか。 

◆委員     （「異議なし」の声あり） 

◆山下会長    それでは、副会長には深村委員ということで、よろしくお願いします。 

 

4 会長挨拶 
 
◆山下会長  続きまして、日程 4 会長挨拶ということですので、一言ご挨拶させていただきます。 

【山下会長挨拶 終了】 

 

5 諮問 
 
◆山下会長  続きまして、日程５ 諮問につきまして、事務局の方からお願いいたします。 

◆若澤課長  それでは、本日の議案に係る諮問書を、山下会長に提出させていただきます。 



◆上野市長  諮問書、北広行管第２７号、令和 3 年 4 月 22 日、北広島市情報公開・個人情報保護審査

会会長、山下竜一様。北広島市長、上野正三。「滞納債権の適正管理における滞納者情報の利

用について」、北広島市情報公開・個人情報保護審査会条例第３条第１項第３号の規定により

諮問します。どうぞよろしくお願いします。 

【諮問書の受け渡し】 

◆若澤課長  市長につきましては公務のため、ここで退席させていただきます。 

◆山下会長  さきほど、事務局より本日の審査会が成立する旨の報告がありましたので、会議次第に従

いまして会議を進めてまいりたいと思います。 

  会議を進める前に会議録の署名委員についてお諮りいたします。 

      他の審議会と同様２名の署名委員で行うことについてよろしいでしょうか。 

◆委員    （「異議なし」の声あり） 

◆山下会長  それでは、本日の会議録の署名委員は、私の方から指名させていただきます。 

長島委員と 深村委員にお願いいたします。 

 

6 議題 
 
◆山下会長   それでは、日程６ 議題に入りますが、今回は報告事項 及び諮問事項となっておりま 

す。 

       最初に、報告事項（１）令和 2 年度 情報公開制度及び個人情報保護制度 実施状況に 

ついて、事務局から説明願います。 

◆宮川主査  それでは、私の方から令和２年度の「情報公開条例に基づく“公文書公開請求”の実施状 

況」についてご説明を申し上げます。 

      資料 1 をご覧ください。実施機関ごとの実施状況です。市長部局では、公開請求件数は 11

件であり、公開結果としては、全公開が３件、一部公開が５件、非公開が 1 件、不存在 2 件

でした。教育委員会では、公開請求件数は３件であり、公開結果としては、全公開が１件、

一部公開が１件、非公開が 1 件でした。消防では、公開請求件数は１件であり、一部公開の

１件でした。実施機関数は、１０機関であり上記３機関以外に対する公開請求はありません

でした。総件数は、公開請求件数が 1５件であり、全公開が４件、一部公開が７件、非公開

が 2 件、不存在が 2 件、「存否を明らかにしない」、「取下げ」及び「審査請求」は 0 件という

内訳でした。前年度との比較は、総件数では公開請求件数は２件の増加であり、全公開は 3

件の減少、一部公開が３件の増加、非公開が２件の増加、不存在が２件の増加、取下げは２

件減少しました。一部公開の内容と要因について、特定の個人が識別され得る記述及び、コ

ロナ関係で公共の安全と秩序の維持に支障が生ずるおそれのある情報（学校名・学級名等）

を、一部非公開としました。 

        資料２をご覧ください。各公開請求の内容です。担当部署ごとの実施件数は、公開請求 1 

５件中、学校教育課 3 件、市民課・税務課・ボールパーク推進課・建築課が各 2 件、救急課・

健康推進課・子ども家庭課・ボールパーク施設課が各 1 件でした。請求者の内訳は、個人が 

8 件、法人が７件でした。 

続きまして、個人情報保護条例に基づく“個人情報開示請求”の実施状況についてです。  

資料３をご覧ください。実施機関ごとの実施状況です。市長部局は、開示請求件数は１３件

であり、開示結果としては全開示が 1２件、部分開示が 1 件でした。消防は、開示請求件数は

１件であり、全開示の１件でした。それ以外の実施機関への開示請求はありませんでした。総

件数は、開示請求件数が 14 件であり、全開示が１３件、部分開示が 1 件でした。前年度との

比較は、開示請求件数は６件の減少であり、全開示が７件の減少、部分開示が 1 件の増加と

なっています。部分開示の内容と要因について、申請者以外の個人情報が記載されている箇

所及び法人等に関する情報が記載されている箇所を、一部非開示としました。 

資料４をご覧ください。各開示請求の内容です。担当部署ごとの実施件数は、職員課 6 件 

（13 名）、福祉課 1 件でした。対象となった個人情報の取扱い事務」中、職員課の 6 件、13

名については、職員採用試験に係る採点結果や順位等に関するもので、全てが口頭開示でし

た。請求者の内訳は、個人 1４名でした。 

前年度の情報公開制度及び個人情報保護制度の実施状況につきましては、情報公開・個人

情報保護審査会委員への報告後、市広報紙及び HP に掲載し、情報提供を行います。 

         ご報告は以上です。 

◆山下会長  只今、令和 2 年度の情報公開制度及び個人情報保護制度の実施状況について説明があ 



りましたが、質問等はございませんか。 

◆委員     （「なし」の声あり） 

◆山下会長  請求者の個人名が記載された資料 4 は置いて行ったほうがよいでしょうか。 

◆宮川主査  会議終了後、回収いたします。 

◆山下会長  その他がなければ、日程６の議題である報告事項を終了としてよろしいですか。 

◆委員    （「異議なし」の声あり） 

◆山下会長  続きまして、諮問事項（１）滞納債権の適正管理における滞納者情報の利用について、審

議資料により説明してもらいたいと思います。 

今回の審議案件につきましては、質疑や意見集約に時間を要することが見込まれますので、 

本日は、担当課からの説明と質疑を中心に行い、5 月に予定している第 2 回の審査会におい 

て、意見集約を行うこととしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

◆委員   （「異議なし」の声あり） 

◆山下会長  それでは、担当課からの説明をお願いいたします。 

◆近藤課長  それでは、「滞納債権の適正管理における滞納者情報の利用について」ご説明させていた

だきます。私は、税務課長の近藤です。よろしくお願いいたします。 

     資料にそってご説明させていただきます。 

大きい項目「1.趣旨」についてですが、まず初めに、市の滞納債権についてですが、市で行 

う行政サービスの提供につきましては、市民から収められた税や使用料などを財源として行 

っているところでありますが、それらの債権の納付が滞った場合には、滞納債権となり、行 

政サービスの提供に影響が出てしまうのみならず、しっかり収めていただいている市民との 

市民負担の関係において公平性を欠くといった問題が生じます。こういったことから、市で

は現在、安定的な財源の確保や、市民負担の公平性の観点から、適切な債権管理に取組むこ

とを目的に、統一的な債権管理基準などを定める「債権管理条例の制定」に向けて検討を進

めているところです。また、債権を適正に管理するためには、滞納されている方の所在や、

支払う能力、資力の把握を適切に行うことで、その滞納者にあった適切な対応が可能となり

ますが、現時点では、これらの情報の把握は各所管課ごとに別々に行われておりまして、専

門担当者がいない各所管課では多くの時間と労力が必要となっております。このため、各課

で把握している滞納者の情報も異なり、また、その影響によって滞納者に対する対応につい

ても各所管でバラツキが見られるなどの課題があります。この度の諮問につきましては、こ

のような状況を改善するため、各債権所管課で持っている滞納者情報を必要最小限の範囲で

他の所管課と共有することができることを可能とする取り扱いとしたく、北広島市情報公

開・個人情報保護審査会第 3 条第 3 項の規定に基づき、現在検討を進めている債権管理条例

に規定する予定の「情報の共有」に関する記述について、諮問させていただくものです。ま

た、この問題につきましては、本市に限らず、他の市町村でも同様の問題となっております

が、道内の各市でも既に多くの市で債権間条例を制定しておりますが、その中でも同じよう

に滞納者情報の共有を定めまして、効率的に管理業務を行っている市も多くあります。 

また、債権管理条例の制定予定時期につきましては、1 ページの一番下に記載しておりま

すが、令和 3 年度に制定、令和４年度からの施行を予定しております。 

次に２ページ目の「3 条例制定による効果」ですが、先ほどご説明させていただいたとお

り、本条例は、現在の債権管理でバラツキがある取扱等に対し統一的な基準を定め、滞納者

に対して適切な対応を行うことで、債権管理の適正化や、公平性の確保、また、安定した収

入の確保といった効果を目的としております。 

次に、大きい項目４の「債権の分類」についてですが、市の債権は、大きく分けて３つ分 

類に分かれます。この債権の区分については、情報の共有にも大きく関係してきますので、 

下の図を基に説明させていただきます。まず、3 つの分類ですが、図の右側に記載されてい 

る強制徴収公債権と、その下、非強制徴収公債権、そして一番下の私債権の 3 つに分類され 

ます。そして、このうち非強制徴収公債権と私債権の２つを合わせて、非強制徴収債権と言 

われております。名前が似ていて解りづらいですが、今回は大きく分けて、「強制徴収公債権」 

と「非強制徴収債権」の 2 つの区分で覚えておいていただければよろしいかと思います。こ 

の２つの分類の違いの一番重要なところでは、強制徴収公債権では、市が自ら差押えなどの 

滞納処分を行うことができる自力執行権があることと、滞納者の様々な情報を把握するため 

の強力な質問検査権があるため、比較的滞納者の情報が得られやすいのに対して、非強制徴 

収債権には自力執行権や質問検査権がないため、強制的な徴収や、情報の収集に苦労してい 

ます。この、自力執行権と質問検査権が大きな違いとなっております。 



次に少しページを飛びまして４ページに進みまして、このページには市の全体の債権のう 

ち、現在滞納が発生している債権を分類ごとにまとめて記載しております。この表の右側を 

ご覧いただくと、債権管理に係る対応状況について記載しておりますが、本来、滞納が発生 

した場合には、督促・催告・強制的な徴収の処分といった段階的な管理が必要となりますが、 

今ご説明させていただいた強制徴収公債権については一番右の処分まで実施しているのに対 

し、それ以外の非強制徴収公債権と私債権の「非強制徴収債権」については、強制的な徴収 

などの処分は実施されておらず、管理にもバラツキがあるなど、市民負担の公平性が確保さ 

れているとは言えない状況となっていることが分かるかと思います。 

次に５ページ以降は債権管理条例について記載しておりますが、大きい項目７に債権管理 

に係る統一的な管理方針を記載しております。その中で特に重要となる部分として、次の６ 

ページに記載しております、⑺の強制執行、⑻の徴収停止、次の７ページの⑼の履行延期の 

特約が重要となっておりまして、これらの取扱いに対し統一的な基準を定め、債権管理の適 

正化や、公平性の確保を図りたいと考えております。⑺の強制執行については、先ほどの各 

債権のバラツキでもありました「処分」について統一した基準を定め、市民負担の公平性を 

確保したいと考えております。また、徴収停止・ 履行延期の特約については、この強制徴 

収とは逆に、納付する資力の無い滞納者に対しまして、徴収を停止したり、支払い期限を延 

長して分割納付により納付していただくなど、資力がない方に対して無理な徴収は行わず、 

適切な対応を行っていくといったものです。この強制徴収、徴収停止、履行延期の特約の３ 

つが債権管理の適正化には重要でありますが、いずれの対応についても、滞納者の方の支払 

い能力や家族構成、生活実態などの情報を的確に把握することができなければ対応ができな 

いこととなります。 

次に８ページ目から 15 ページまでは現時点での債権管理条例の構想を記載しております 

が、条例ではただ今の強制徴収、徴収停止、履行延期の特約について定めるほか、今回諮問

させていただく、債権の適正管理を進めるうえで必要となる、「債務者に関する情報の共有」

について、定めたいと考えております。条文構想の個々の条文の説明については省略させて

いただきますが、10 ページ目になりますが、この「債務者に関する情報の共有」について、

条例の条文構想の第６条に記載しております。第 6 条では、各課で収集した情報の共有につ

いては、滞納債権について、債権管理の事務を効果的に行うため必要があると認める時に限

り、最小範囲を限度に情報を共有できること、また、情報の共有によって収集した情報は、

債権管理以外で利用してはいけないことなどを規定したいと考えており、この情報の共有に

関しましては、16 ページ以降でさらに詳しく記載させていただいております。 

16 ページをご覧いただき、まず、中段の四角で囲っている部分になりますが、債権管理に

係る情報の共有にあたりましては平成 19 年に総務省から通知が出されております。この通

知の中で、債権の分類のうち、「強制徴収公債権」については、それぞれの債権で強い調査権

利を持っておりますので、この強制徴収公債権については、滞納者の情報の共有がこの通知

により認められております。また、強制徴収公債権以外の自力執行権を持たない非強制徴収

債権については、「それぞれの債権に関する個人情報保護に十分かつ慎重に配慮しつつ、地方

団体の実情等に応じ、検討すること」とされております。次に情報共有のイメージについて

下に図を記載しておりますが、図の左側に強制徴収公債権、右側に非強制徴収債権を記載し

ておりまして、今回諮問させていただく情報の共有につきましては、図の右側の非強制徴収

債権について、図で青の点線の○で記載しておりますが、強制徴収公債権からの情報の提供

と、非強制徴収債権の間での情報の共有の取扱いについて、総務省の通知に基づき、諮問さ

せていただきたいと考えております。なお、税務課で収集した市税に関する情報につきまし

ては、地方税法の規定により、地方税の徴収に従事している者は、地方税の事務に関し知り

得た秘密を漏らしてはならないとされていますので、市税の情報については今回の情報共有

の対象外としております。次に、17 ページの⑵には情報共有の項目を記載しておりまして、

共有する情報につきましては氏名をはじめ、家族構成、未納額、所有資産の状況など記載さ

れている項目となります。⑶には、情報共有のメリットについて記載しておりますが、メリ

ットにつきましては、情報の共有によって、非強制徴収債権の各債権所管が、現在、苦慮し

ている資力などの情報を的確に把握することが可能となることで、その情報を基に強制的な

徴収などの検討に進むことができ、市民負担の公平性の確保が可能となること、また、納付

資力がないと判断した場合には、無理な徴収は行わず、徴収の停止や、納期限の延期などを

行い、生活困窮者の資力の回復を促すことができるようになるといったメリットがあります。

このことからも、債権管理条例の制定に伴い、今後、適正な債権管理を効率的に行っていく



ためには、情報の共有が必要不可欠であると考えております。また、18 ページの上から４行

目の「また」以降で記載しておりますが、各所管課で市の債権回収に利用する目的で収集し

た情報を、市の保有する他の債権回収で利用することは、目的が正当であり、効率的な債権

回収を実現する見地から公益性が高いものと考えております。最後になりますが、⑸では、

情報管理の安全管理の確保として、人的安全管理として、情報の利用は必要最小限の担当者

に限り取扱うこと、組織的安全管理として、提供を受けた情報の利用は、所管課のみでの使

用とすること、物理的安全管理として、情報については、鍵付きのキャビネットで保管する

こととしており、情報の管理については、必要最小限で使用し、保管管理を徹底していきた

いと考えております。 

以上で、「滞納債権の適正管理における滞納者情報の利用について」説明を終わらせていた 

だきます。よろしくご審議のほど、お願いいたします。 

◆山下会長  担当課から説明をしていただきましたが、委員の皆さんからの質問について、お伺いして 

いきたいと思います。資料の項目がたくさんありますので３つに分けて確認をしたいと思い 

ます。 

最初に、「１ 趣旨」から「5 北広島市の債権管理状況」、1～4 ページまでについて、何か 

ありますか。 

◆B 委員    滞納している人がどんどん増えてきたということで、この条例を制定したいと考えたの 

でしょうか。 

◆近藤課長   債権種類でも説明しましたが、強制徴収債権は滞納処分ができるというものになってい 

て、平成 29 年から、強制徴収債権は税務課の職員が滞納処分等を行っています。各課では人

数が少なく、税務課でノウハウがあり、徴収率や収納額は上がっています。非強制徴収債権

については、滞納処分ができないため各課で行っていますが、滞納額が増えており、債権の

滞納のばらつきをなくし、公平性を担保するため、条例を制定したいと考えています。 

◆B 委員   資力があるのに払わないという人は、昔、給食費委員を担当していた時にも思ったが、そ 

       ういう人は多いのですか。 

◆近藤課長   件数としては、給食費が令和元年度の現年分で 100 名ちょっとくらいが滞納している状況 

です。 

◆A 委員   給食費は保護家庭等では市から出ていると思いますが、滞納ということは、そういう家庭 

ではない家庭が支払っていないということですか。 

◆近藤課長  その通りです。 

◆A 委員    資力に余裕がある家庭で、支払っていないという理解でよいですか。 

◆近藤課長  資力の詳細まで全て把握しているわけではないが、余力がある家庭で支払いされていない 

場合が多いというのが現状です。 

◆A 委員    困窮している家庭の方は市からの補助が出ているということでいいですか。 

◆近藤課長   その通りです。 

◆C 委員    3 ページの債権管理状況の市債権の滞納者の中で、重複して滞納している人もおり、部署 

毎対応に差があるのを、今回条例を制定することで一元管理し、回収サイクルを作りたいと 

いうことでいいですか。 

◆近藤課長  強制徴収や徴収の停止の基準を定めたいということで条例を制定したいと考えています。 

一元化で全ての債権を税務課で管理していくことは、今後の課題であり、その部分まではま 

だ考えていません。 

◆B 委員   ３ページの時効の援用とあるが、滞納している人は時効となると払わなくていいのです 

か。 

◆近藤課長  水道料金や給食費にあたる私債権は、時効が過ぎても債権は自動で消滅しないので、時効 

の援用を適用することで債権が消滅します。 

◆B 委員   一般の人は時効の援用については知っているのですか。 

◆G 委員    知らない人が多いのでは。 

◆近藤課長   ですので、市としては時効を迎える前に何らかの対応をしたいと考えています。 

◆G 委員    給食費の時効は何年ですか。 

◆大友主査   ５年です。 

◆A 委員     かつて携わっていたが、昔は学校側でも支払いに対して努力していたが、市でもやってい 

るということでしょうか。 

◆近藤課長   滞納者に電話をかけるなど、市でも行っています。 

◆中屋部長  給食は元々私会計でしたが、数年前に市の公会計に入れたことから、税と同じような取り 



扱いとなり、学校の先生の負担は減ったが、あくまでも法律的には私債権であり、もし滞納 

があっても強制徴収できないです。そのため、未納が減らないので、何とかしたいというこ 

とで、今回条例を制定することで裁判所を通して回収に努めていきたいと思っています。 

◆D 委員   条例の制定が進んだとして、債権の整理の優先順位は、時効の近いところからか、それと

も支払いの見込みがあるところからなのか、そこまで基準として決めているのか。 

◆近藤課長  優先順位については今のところ考えていないが、どの債権でも同じ時期に同じ処分を行い

たいということで、今回の条例制定の目的としている。私債権についての裁判所への訴えが、

収入状況を把握していないと手続きに踏み切れないので、資力を把握するまでのタイムラグ

があることから順番に差は出るだろうが、ある程度の公平な処分をしたいと考えている。 

◆E 委員   ということは、現状は各個人の資力の把握ができないということか、知るのに時間がかか

るということか。 

◆近藤課長  強制徴収債権については質問検査権があるので調査ができるが、非強制徴収債権について

は質問検査権がないので、任意での対応となっている。そのため、部署により対応に差があ

るので、そのような差を無くすために条例を設けたいのです。 

◆E 委員   令和元年の滞納額表だが、現年が令和元年度、滞納繰越はそれ以前ということだと思うが、

合計すると滞納額がこんなにもあるのかという印象。この滞納繰越の中に回収されたものは

あるのか。全額繰り越したりしているのでしょうか。 

◆近藤課長  少しずつ回収しています。強制徴収債権について滞納額は減っているが、非強制徴収債権

については滞納処分が進んでいないため、増えている状況です。 

◆中屋部長  市税では未納が 2 千 5 百万円ということです。北海道の中でも徴収率は高くなっていま

す。 

◆E 委員   強制徴収債権だから高いということで、非強制徴収債権は処分ができないので回収率が低

いということですか。 

◆近藤課長  処分はできるが、対応が一元化されていないので、中々回収率が上がらないのが現状です。 

◆A 委員   非強制徴収債権の中で生活保護費や児童扶養手当の返還金とはどういうものか。 

◆中屋部長  生活保護をもらっている人が、他に収入があったり、生命保険の満期による収入等があっ

た場合、返還をしないといけないが、既に使って払えなく未納になる人が多い。児童扶養手

当についても同様です。 

◆F 委員   管理状況の処分というのは、裁判所にまでいくということか。そこまでいっていないとい

うことは、裁判所までいったケースは０ということですか。 

◆近藤課長  その通りです。 

◆F 委員   水道料金についてかなり現年額が多いが、どういうことですか。 

◆近藤課長  水道料金については 1 ヶ月、2 ヶ月遅れて払う人が多い。 

◆中屋部長  3 月決算時点では支払われていないが、口座振替が翌月なので数字が大きく出ているとこ

ろであります。 

◆山下会長  そのほか、何かございませんか。無ければ 5～15 ページまでについて何かありますか。 

◆C 委員   6 ページの徴収停止の債権金額が少額で取立費用額未満である場合についての目安がある

のでしょうか。 

◆大友主査  本来これから行う裁判所の手続きである支払い督促の手続きにも諸費用がかかり、滞納額

と諸費用を比べてどうかという目安となり、費用対効果により徴収停止となります。 

◆C 委員   9 ページ第 5 条の「他人の知覚によっては認識することができない方式」というのはどう

意味でしょうか。 

◆大友主査  CD 等電子的な記憶媒体という意味です。 

◆中屋部長  先ほどの裁判所の手続きにかかる費用は具体的にいくらぐらいかかるのでしょうか。 

◆大友主査  金額によって費用が変わってきます。目安で請求額が 10 万円までの場合、約 1 万円が手

数料としてかかってきます。 

◆G 委員   5 ページに債権管理簿があるが、例えば A さんが複数の滞納があった場合、管理簿にまと

められるという意味ですか。 

◆近藤課長  各課で債権毎に作る管理簿のことです。最終的に一元化する時に管理簿を集約したいが、

情報の共有という点でそのような対応を行って良いか判断いただきたい。 

◆G 委員   裁判所に申し立てする時に、今だと少額でも債権毎に裁判所に申し立てが必要だが、今後

は取りまとめて申し立てを起こしたいという理解で良いですか。 

◆近藤課長  その通りです。 

◆中屋部長  現年分の管理は各課で管理するのは変わりません。翌年度まで滞納が続くのであれば、滞



納管理の部署に所管替えすることを考えています。引き渡す時に同じレベルの情報を持って

おくことが重要だと考えています。 

◆G 委員   9 ページの 5 条に台帳の整理というのが、管理簿のことでしょうか。 

◆近藤課長   その通りです。 

◆F 委員    名称は別にして、非強制徴収債権について今も管理簿のような記録はあるのでしょうか。 

◆近藤課長  あるにはあるのですが、統一的な項目で整理されていないので、統一させたいと考えてい 

ます。 

◆A 委員    13 条の徴収停止の債権金額が少額で取立費用額未満である場合についての基準があるの

ですか。 

◆近藤課長  先ほどお話しましたとおり、裁判所への諸費用と比べてというのが基準になります。 

◆F 委員   16 ページの図で強制徴収権の市税と市税以外とで取得できる情報の差はどのくらいある

のですか。 

◆近藤課長  基本的には同程度の情報を取得できます。地方税法と徴収の仕方は同じですので提供を受

けられる情報は同じです。 

◆F 委員   実質的には同じですか。 

◆近藤課長  同じ情報が受けられます。あとはどこで担当するか、どれだけ引き出すノウハウがあるか

によって変わってきます。 

◆F 委員   わかりました。 

◆G 委員   人事異動により、徴収に関するノウハウが別の担当課に行くことは無いのですか。 

◆近藤課長  税務課で徴収担当者が別の課に行く事はあります。 

◆山下会長  16 ページに入ります。今回諮問を受けましたのは、条例の 6 条に関してとなっています。 

◆C 委員   18 ページの物的安全管理というのは保存期間経過後に廃棄するという理解で良いですか。 

◆近藤課長  その通りです。 

◆C 委員   担当者に限り取り扱うと言う限定をかけると言うことですね。 

◆近藤課長  はい。 

◆C 委員   それはきっちり制限をかけると言うことですか。 

◆近藤課長  この担当者の意味としては、同じ業務を行うという意味です。 

◆C 委員   マイナンバーカードの取扱いのように担当者を決めると、業務がやりづらくなる等ありま 

せんか。 

◆中屋部長  実際に情報を見られる担当者は何人くらいですか。 

◆大友主査  現在滞納管理を行っているのが 8 人なので、あらゆる滞納情報を閲覧できるのは同程度の 

人数の職員になると思います。見られるレベルが設けられています。 

◆G 委員   17 ページのここで言う未納額とは。別の担当課の未納額も分かるということですか。 

◆近藤課長  別の担当課の未納額も情報共有して把握したい、ということです。市の滞納分全額を把握

したいと考えています。 

◆G 委員   先程私が言った事と近いでしょうか。 

◆近藤課長  はい。交渉する中でまとめないにしても他の課での未納分が把握できればよい。最終的に

は 1 箇所にまとめて交渉したい。 

◆G 委員   例えば A という部署で強制執行した場合、他に滞納がある B という部署に伝える情報交

換はあるのですか。 

◆近藤課長  積極的には考えていないです。強制執行する場合は市としての全体の滞納額を把握したい

と考えております。 

◆B 委員   今回の条例は回収だけを前提としているのではなく、生活困窮者等を把握し、助けるとい

う意味も含まれているという理解で良いですか。 

◆G 委員   今回の条例は二面性があり困窮者の発見という面と払える余力のある人に一括で請求しよ

うという両面があると思います。 

◆中屋部長  16 ページの表ですと、子どもの保育園は強制、学童クラブは非強制、給食費は私債権、1

人の滞納者に対して 3 箇所が対応しているが、複数の滞納している困っている人に対して、

複数の部署の担当者が担当していると、十分行き届かない場合があるので、市として未納を

一括で見るという意味があります。市の業務として未納についてはきちんと回収するという

面だけでなく、最終的に自立に向けての部分も本条例でカバーできればと思っています。 

◆C 委員   他市で電気やガス、水道も止められ餓死する事件が稀にあるが、そのような事例を出さな

いように、市民を支えるかが課題かなと思います。生活困窮者の救済ができればよい。と思

います。 



◆中屋部長  今でも庁内での情報共有はやっているが、個人情報の取り扱いもあるので、実務の障壁と

なっていることもあり、中々難しいところもある。ただ、生命が第一なので、情報の共有は

第一にしていきたい。 

◆G 委員   7 ページに同様の条例を制定している 27 市が列挙されているが、情報の共有についてク

リアしているのか 

◆近藤課長  27 市の条例全てに情報の共有が記載されている訳ではなく、他の条例で対応する等様々

です。8 市が一元化条例で情報の共有について記載があります。 

◆G 委員   17 ページに情報共有のメリットが記載されているが、デメリットはあるのでしょうか。 

◆近藤課長  今まで各課でバラバラに対応していたのが、統一化した基準ができることで、職員の負担

が増えるという部分があります。 

◆G 委員   滞納者からすると、「何故そのような情報まで知っているのか」という部分があるのでは

ないでしょうか。条例を制定する上では、市民にも、情報が共有されているという事を周知

することが必要ではないか。 

◆中屋部長  確かに市民に納得してもらう必要があると思います。 

◆山下会長  もし、追加で質問があれば事務局に連絡する等お願いします。本日の質問に対しては大体

回答頂けていると思います。それでは、審査会としての意見の集約については、次回の審査

会において行うこととしておりますので、本日質問があった事項の取りまとめについては、

事務局において作成をよろしくお願いいたします。 

◆山下会長  それでは日程 6 の議題は締めます。 

 
7 その他 
 
◆山下会長  続きまして、日程 7 のその他ですが、事務局から何かありますか。 

◆若澤課長   それでは、「７ その他」について、ご説明させていただきます。 

まず１点目ですが、審査会の冒頭で、上野市長からの挨拶においても報告がございました 

が、当市において発生しました「個人情報を含むメールの誤送信について」です。お手元に 

お配りしております「次第７その他の資料」と記載してあります「情報漏洩事故概要」をご 

覧ください。 

発生した事象は、「個人情報を含むメールの誤送信」です。発生日時は令和 3 年 4 月 7 日

水曜 10 時 40 分頃発生場所は北広島エルフィンビル３階 子ども発達支援センター、当事 

者としては３名、A 主査、B 主任、C 主任です。 

被害と致しましては、平成３１年から今年度までの３カ年、障害児相談支援事業において

計画相談を利用した児童１７２名の児童氏名と学年、生年月日、誕生月、利用する事業所名

を含む個人情報となっております。 

事故の概要としましては、担当内打ち合わせを行おうとした際に、印刷枚数の削減を図る

ことなどを目的に、センターが管理するインターネットに接続できるノートパソコンに対

し、A 主査の指示のもと、個人情報を含む資料を送ろうとしたところ、B 主任によるメール

アドレスの打ち間違いにより、詳細が不明なメールアドレスに対して誤送信されてしまっ

た。 

事故発生の原因ですが、メール送信を指示した A 主査及び送信を行った B 主任が送付す

る情報の中身を確認しなかったため、C 主任が送付対象に加えた資料の中に個人情報が含

まれていることに気づかず、不適切な情報資産の取り扱いをした。ということです。 

事故発生後の対応としましては、事故発生後、担当職員よりセンター長、子育て支援部長、

行政管理課に報告し、当日中に市長及び副市長を含めた情報セキュリティ委員会一部構成

員の参加のもと対応を協議しました。 

        翌日となる 4 月 8 日にプレスリリース、市ホームページでの報告と謝罪、緊急記者会見

を実施しました。 

         なお、情報漏洩の対象となった 172 名の保護者 163 名と関係する事業所 29 カ所に対して

は 4 月 8 日に電話連絡による謝罪、その他事業所や通所支援児童の保護者及び関係機関に

対しては、順次文書・口頭・訪問での謝罪を実施しています。 

情報セキュリティの観点による今後の対応について、1 つ目、職員への注意喚起の実施で 

す。4 月 9 日付でグループウェアの掲示板で第一報として注意喚起を実施したが、改めて注 

意喚起を実施し、職員の意識向上を目指します。 



2 つ目、職員への情報セキュリティ教育の見直しです。これまで、職員に行ってきた情報

セキュリティ教育は、・情報セキュリティ研修、・情報セキュリティポリシー研修、・情報セキ

ュリティ自己点検、・情報セキュリティ訓練（一部システム所管部署のみ） があります。今

回事故を起こした職員は研修を受講していたにも関わらず事故が起こったことから、情報セ

キュリティ研修、情報セキュリティポリシー研修について、受講方式、今まで 5 年に 1 回の

受講から 1 年に全職員の受講とするなど、実施時期、内容等について再検討を行います。ま

た、情報せキュリティ自己点検についても、業務上の禁止事項に重きを置いた設問で実施し

ます。当事者となった子ども発達支援センターの職員に対し、行政管理課による再研修を実

施します。 

3 つ目、システム上での対策ですが、現行のメール送信の仕組みは 3 ページ図①のように

なっており、メールアドレスを誤った状態で送信するとそのまま誤送信されてしまう。メー

ルの誤送信を防ぐ機能については、３ページ図②のように、メールシステムに上長承認やダ

ブルチェック機構を採用することが考えられるが、この場合、上長やダブルチェックに当た

った職員が入力ミスに気付かないケースも想定されるため、万全の対策とは言い難い。誤送

信があってもリスクが逓減できる手段として、３ページ図③のように、メール送信時に添付

ファイルを分離して専用のサーバーに保存し、相手先にはサーバーへアクセスできる URL

のみを送付する方式が考えられる。この場合、誤送信に気づいた時点でサーバーにあるファ

イルを削除することで、それ以降の漏洩リスクをなくすことができる。また、メール送信時

に、本文及び添付ファイル内に個人情報が含まれていないかチェックするシステムの導入も

考えられるが、このようなシステムを入れても、個人情報が含まれているかどうかを 100％

判別することは非常に難しいことに留意が必要である。いずれにしても、新しい機能を追加

する場合にはライセンス費用や構築費用がかかり、操作工程も増えることから、費用対効果

も含めてどのような手段が適切か、早急に検討を進めたいと考えております。 

4 つ目の対応については「情報セキュリティポリシーの改訂」です。本事案を受け、令和

2 年 12 月に総務省のガイドラインに基づいて今年度改訂を行う予定であった北広島市情報

セキュリティポリシーについて、個人情報等の適切な取り扱いやフリーメールの取扱い等に

ついても併せて改訂を行う。と予定しております。 

以上、ご報告とさせていただきます。繰り返しになりますが、今後の再発防止の対策につ

いて、市役所職員一同、徹底して行ってまいります。 

続きまして、２点目、次回の審査会の開催日程について、ご連絡させていただきます。 

こちらも、お手元にお配りしております、令和３年４月２２日付、「令和３年度第２回北広

島市情報公開・個人情報保護審査会の開催について」と題名のついた文書をご覧ください。 

既に、委員の皆さんには日程調整をさせていただいておりますが、令和３年５月１１日

（火）１８時から、今回と同じ場所になりますが、市役所本庁舎１階 多目的室４で開催し

ます。議案につきましては、今回から引き続きまして、「滞納債権の適正管理における滞納

者情報の利用について」ご審議をいただきたいと思います。日程を空けず、また連休明け

早々の開催となりますが、よろしくお願いいたします。 

最後に、第３回の審査会の開催について、事前にご連絡させていただきます。実は、現在

ご審議いただいている案件のほかに、もう１件、諮問案件を予定しております。開催時期に

つきましては、６月の下旬で調整させていただきたいと考えております。第２回の審査会開

催時におきまして、皆様のご都合をお伺いし、日程について調整させていただきたいと思い

ます。 

委員の皆様におかれましては、ご多用のことと存じますが、どうぞよろしくお願い申し上

げます。事務局からは以上です。 

◆山下会長  1 件目の情報漏えい事件に関して委員の皆様から何かありますか。 

◆B 委員   報道見ましたが、送信先とのご連絡はとれているのでしょうか 

◆若澤課長  手打ちのアドレスの為、存在しているのか、使用されているのかわからない状況です。お

詫びの文章と送られた文書についての削除依頼のメールを送信しましたが未だ返信は無い

です。アドレスの存在エラーのメールも今のところ返ってきていません。 

◆C 委員   グループウェアで送信しようとしていたものが、外部へ送信してしまったのですか。 

◆若澤課長  庁内で管理しているアドレスからセンター内で管理していたメールアドレスに、内部の打

合せの際に端末に情報を送りモニターで映して別室で会議をしようとしていたところアド

レスを間違ってしまったとのことです。 

◆山下会長  他に、委員の皆様から何かありますか。 



◆委員   （「なし」の声あり） 

 
8 閉会  
 
◆山下会長  他になければこれをもちまして、本日の審査会を閉会させていただきます。 

皆さま、お疲れさまでした。 
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